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連 結 注 記 表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ２社

連結子会社の名称 株式会社薬王堂

Medica株式会社

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日と連結決算日は一致しております。

４．会計方針に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定しております。）によっております。

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

商 品

売価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの

方法）によっております。

ただし、物流センター保管商品及び調剤薬品については総平均法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）によっております。

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以

降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ３年～34年

機械及び装置 17年

工具、器具及び備品 ３年～20年

― 1 ―

2022年04月18日 18時48分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（３）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上し

ております。

③ ポイント引当金

将来のポイント使用に備えるため、未使用のポイント残高に対して、過去の使用実績を基礎と

して将来使用されると見込まれる金額を計上しております。

④ 店舗閉鎖損失引当金

店舗の閉店に伴い発生する損失に備えるため、合理的に見込まれる閉店関連損失見込額を計上

しております。

⑤ 本社移転費用引当金

本社の移転に伴い発生する費用に備えるため、合理的に見込まれる本社移転関連費用見込額を

計上しております。

（４）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

税抜方式を採用しております。
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５．表示方法の変更に関する事項

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第31号2020年3月31日)を当連結会計年

度から適用し、連結計算書類に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

６．会計上の見積りに関する事項

会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しており

ます。当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌連結会

計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。

（固定資産の減損）

① 連結計算書類に計上した金額

減損損失 314百万円

有形固定資産 29,803百万円

② 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小の単位として店舗を基本単位とし、賃

貸資産および遊休資産については物件ごとに資産のグルーピングをしております。

営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなっている店舗及び土地や、土地の時価の下

落が著しい店舗等を減損の兆候がある資産グループとし、回収可能価額が帳簿価額を下回るも

のについて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しております。回収可能価額の算定は使用価値によっておりますが、割引前将来キャッシュ・

フローに基づく評価額がマイナスである場合は、使用価値は零として算定しております。

将来キャッシュ・フローは、過年度実績や外部環境及び内部環境を考慮して作成した、各店

舗の予算計画を基礎としており、当該計画には、販促強化等の各種施策による売上高増加や原

価率改善等を主要な仮定として織り込んでおります。

これらの仮定は、経済環境等の変化によって影響を受ける可能性があり、主要な仮定に見直

しが必要となった場合には、翌連結会計年度の減損損失認識要否の判定及び測定される減損損

失の金額に、重要な影響を及ぼす可能性があります。

７．追加情報

新型コロナウイルスの感染拡大の完全収束には一定の期間を要すると考えられ、企業活動の抑制、

雇用情勢の悪化等による景気後退が見込まれます。現時点での当社グループへの影響は限定的です

が、今後さらに新型コロナウイルス感染拡大および、現在の状況が長期化した場合には、当社の固定

資産の減損等の重要な会計上の見積りに影響を及ぼす可能性があります。

（連結貸借対照表に関する注記）

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 18,922 百万円
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（連結損益計算書に関する注記）

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 金額（百万円）

岩手県紫波郡矢巾町 販売設備 建物及び構築物等 164

青森県北津軽郡中泊町 販売設備 建物及び構築物等 66

宮城県仙台市 販売設備 建物及び構築物等 84

当社グループはキャッシュ・フローを生み出す最小単位として主として店舗を基本単位としグ

ルーピングしております。当連結会計年度において、閉店の意思決定を行った店舗、又は営業活動

による損益が継続してマイナスとなる店舗等において、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを6.7％で割り

引いて算定しております。

減損損失の内訳は以下のとおりです。

固定資産の種類 金額（百万円）

建物 227

構築物 75

機械及び装置 1

工具、器具及び備品 7

その他 2

合計 314

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 19,740,219 株

３．剰余金の配当に関する事項

（１）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2021年５月26日
定時株主総会

普通株式 454百万円 23円 2021年２月28日 2021年５月27日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決議
株式の
種類

配当の原資
配当金の
総額

１株
当たり
配当額

基準日 効力発生日

2022年５月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 473百万円 24円 2022年２月28日 2022年５月30日
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金調達については設備投資計画に従って、銀行等金融機関からの借入によ

り資金を調達しております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

敷金及び保証金は、取引先の信用リスクに晒されております。投資有価証券はすべて株式であ

り、市場価格の変動リスクに晒されていますが、四半期ごとに時価の把握を行っております。

借入金は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）に係る資金調達であり、変動金

利による長期借入れは行っておりません。なお、これらの債務は支払期日に支払いを実行できなく

なるリスク、すなわち流動性リスクに晒されますが、各月ごとに資金計画を適宜見直すことによ

り、そのリスクを回避しております。

（３）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

敷金及び保証金について、管理部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相

手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減

を図っております。

② 市場リスク（金利や市場価格等の変動リスク）の管理

当社グループは、借入金に係る支払金利の変動リスクを回避するため、長期借入金については

固定金利での調達を行っております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、ま

た、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る金利リスク及び流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

の管理

資金調達時には、金利の変動動向の確認又は他の金融機関との金利比較を行っております。ま

た、各部署からの報告に基づき財務部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流

動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる

前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

2022年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めており

ません（(注２)を参照ください。）。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 4,255 4,255 －

(2) 投資有価証券

その他有価証券 4 4 －

(3) 敷金及び保証金 2,987 2,881 △106

資 産 計 7,248 7,142 △106

(1) 買掛金 13,076 13,076 －

(2) 長期借入金(※) 14,249 14,187 △62

負 債 計 27,325 27,263 △62

(※) １年内に返済予定の長期借入金を含んでおります。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（資 産）

(１) 現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(２) 投資有価証券

投資有価証券のうち、市場性のある株式については取引所の価格によっております。

(３) 敷金及び保証金

将来キャッシュ・フローを国債の利回りで割り引いた現在価値によっております。

（負 債）

(１) 買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(２) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いて算定する方法によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 150百万円

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから

「（２）投資有価証券」に含めておりません。
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（注３）金銭債権の決算日後の償還予定額 （単位：百万円）

区分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

敷金及び保証金 300 1,050 671 966

（注４）長期借入金の決算日後の返済予定額 （単位：百万円）

区分 １年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金 3,005 2,514 1,914 1,872 1,782

（賃貸等不動産に関する注記）

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（1株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 1,394円87銭

２．１株当たり当期純利益 150円16銭
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式

移動平均法による原価法によっております。

２．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

（貸借対照表に関する注記）

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 1,504 百万円

長期金銭債権 10,542 百万円

短期金銭債務 7 百万円

合 計 12,054 百万円

（損益計算書に関する注記）

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．関係会社との取引高

営業取引

営業収益 842 百万円

営業費用 75 百万円

営業取引以外の取引高

受取利息 11 百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．当事業年度の末日における自己株式の総数

普通株式 23 株
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（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：百万円）

繰延税金資産

未払事業税 1

受取配当金 1

未払金 5

繰延税金資産小計 7

評価性引当額 △1

繰延税金資産合計 6

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 34.3 ％

(調整）

受取配当等の益金不算入 △30.3 ％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4

住民税均等割等 0.2

その他 △0.1 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 4.5 ％

（関連当事者との取引に関する注記）

種類
会社等の

名称
所在地

資本金

又は出

資金

（百万

円）

事業の

内容

議決権等

の所有割

合

（％）

関連当事

者との

関係

取引の

内容

取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

子会社
株式会社

薬王堂

岩手県

矢巾町
300

医薬品・

化粧品・

日用雑貨

等の小売

業

100.0
役員の兼

任

経営指導

料の受取
367 売掛金 33

資金の

貸付
12,012

短期

貸付金
1,470

長期

貸付金
10,542

配当金の

受取
474 － －

（注１） 上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。
（注２） 経営指導料については、経営の管理・指導等の対価としての妥当性を勘案し、定められた

料率を基に協議の上契約により決定しております。
（注３） 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 1,073円61銭

２．１株当たり当期純利益 26円02銭
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